
認定特定非営利活動法人全国被害者支援ネットワーク
１　事業実施の方針

平成23年度

　３ヶ年計画を策定し以下の事業方針を実行する。

①被害者支援に係る人材育成・財政・広報等の整備を図る。

②全加盟団体が早期援助団体の指定を受けるべく、必要な支援活動を推進する。

③ネットワーク内部の連携を強化する。

２　事業の実施に関する事項

定款の
事業名

事業内容 実施日時 実施場所 参加者数 概　要 財源

1)３ヶ年計画の策定
－加盟団体、関係機関連携

随時 東京他 全体事業活動の基本計画

2)民間基金創設の為の諸活動
－振込詐欺預保納付金の
　フレームワーク策定
－関係機関との折衝連携

随時 東京 財政基盤の構築、強化

3)全国被害者支援基金(仮）
　の創設を期する募金活動

11月 全国
犯罪被害者週間を中心とした
時期（全国一斉募金活動)

－犯罪被害者週間全国大会
　2011への助成 11月 東京 160名

-犯罪被害者団体ネットワー
ク主催大会への後援

－被害者団体との交流促進
随時 東京 -交流の実行

5)早期援助団体指定化の支援
－支援・組織強化、情報提供

随時 各地 ブロックとの連携・強化

6)資金獲得のための諸活動

　賛助会員/賛助企業/協会
　経済団体その他
　プラ募金箱の設置

自販機設置事業 他

7)被害者給付事業 随時 東京
犯罪被害者等に対する緊急
支援金の給付

日本財団
ゆめちょ事
業

1)ネットワーク(仮称)ニュー
ス
の発行(広報誌)

年６回
-ネットワーク事業活動の
　発信・周知
-加盟団体間の情報共有化

2)全国犯罪被害者支援
　フォーラム2011の開催

9月30日 東京
犯罪被害者等給付制度施策
30周年記念

警察庁

1)人材育成制度の策定
－研修体系化、
－共通カリキュラムの展開

8月末 東京
日本財団との連携強化
　(事業助成費）

2)資格認定制度に関する検討
（支援活動検討委員会部会）

年２回
資格認定準備委員会の設置
検討

3)秋期全国研修会（２日型） １０月 東京 300 全レベルの全国研修 警察庁

4)春期全国研修会（２日） ２月 東京 20 コーディネーターを目指す
ための継続研修前期

警察庁

　春期全国研修会（３日) ２月 東京 15 コーディネーターを目指す
ための継続研修中期

警察庁

企業、個人、団体に対する
被害者支援のための資金調
達

随時 全国

平成23年度事業計画書

平成23年4月1日から平成24年3月31日まで

協力及び
共助に関
する事業
(組織委)

情報の交
換に関す
る事業

(広報委)

教育及び
訓練に関
する事業
(支援委)

4)犯罪被害者団体との連携強化

1 / 2 ページ



5)ベーシックプロジェクト実
行
（支援経験の少ないセンタ－
　への教育支援・指導)

随時 計６組

対象セン
ター２名、
指導セン
ターコー
ディネー
ター１名、
相談員３
名　計２４

早期援助団体を目指す、ま
たは早期取得後の人材育成
のためのプロジェクト

日本財団
事業費

6)ブロック研修の実行
4～9月
10～3月

支援員の育成およびブロッ
ク内センター間の情報交換
と支援体制の強化

日本財団
事業費

7)上級テキストの作成 H24年1月 300頁程度300部
日本財団
事業費

8)自助グループ継続研修 10月下旬 東京
内閣府
共生社会担
当

調査及び
研究に関
する事業

相談受理等統計 ６月

1)被害者支援ニュース 年3回 全国
被害者支援に関する情報を
掲載

日本損害保
険協会

2)「被害者の声」作成 10月頃
被害者支援の必要性、被害
者の理解と共感

日本損害保
険協会

3)ポスター及びリーフレット

　作成(社会安全研究財団助成) 9月中旬 全国
全国に配布、周知徹底
－全国的広報宣伝活動

社会安全研
究財団

4)法科大学院における被害者
　支援推進事業

随時 6校
法科大学
院生120

名

次世代の法曹の担い手に、
犯罪被害者の実情及び被害
者支援と法の関わりを講義

日本財団
事業費

5)チャリティー事業の企画

(1)司法支援 （随時・東京） 被害者支援の充実策の検討

(2)条例制定運動の推進
　（随時・全国）

加盟団体への通達（推進知事
部局の取り組み）の検討と取り
組み

３ 各種 会議体

組織運営委員会 年５回 東京
組織の強化、資金確保、法
整備への施策推進実行

支援活動検討委員会 年５回 東京
各種研修と支援活動の企画
立案実行

広報啓発委員会 年５回 東京
広報啓発実行、支援ニュー
ス、全国フォーラム他実行

理事会 年６回 東京

総会 年２回 東京

三役会議 年６回 東京 事業進捗、理事会上程事項

北海道・東北：福
島、関東・甲信越：
未定、東海・北陸：
岐阜、近畿：第1回
滋賀・第2回和歌
山、中国・四国：第
1回山口・第2回広
島、九州・沖縄：沖

広報及び
啓発に関
する事業
(広報委)

各会議体

教育及び
訓練に関
する事業
(支援委)
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